
具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

○実績/●成果 分析、検証
自己
評価

①
社会貢献活
動を知って
もらう取組

ＮＰＯセンターは、広報誌の発行
など、これまで実施してきた取組
に加えて、多くの人が集まる場所
で社会貢献活動を周知する取組
や、市町村と連携した情報提供を
行うことなどにより、団体の認知
度を高めます。

・6月1日の地域防災フェス
ティバルや12月7日の第27
回人権啓発フェスティバルに
おいてボランティア・NPO等
の啓発を行うブースを出展。
・12月14日にこうちNPOフェ
スを開催。

○こうちNPOフェス　321名　
参加

●ブース訪問者にはNPOにつ
いて関心を持ってもらうこと
ができた。
●昨年よりも一般来場者が大
幅に増え、今まで関わりのな
かった人に周知をすることが
できた。

多くの方に活動を知ってもら
うために、参加しやすいプログ
ラムや分かりやすい内容を提
供し、NPOについて触れるこ
とのできる機会を創出してい
く。 ◎

【令和8年度】
・ピッピネットの情報を整理し、
県内の団体情報などを分かり
やすく表示する。
・NPOフェス等では出展団体
数を増やすなどして、多様な
NPOや社会貢献活動について
知ってもらうきっかけとする。

ボランティア・
NPOセンター

②
経済団体等
と連携した
人材の確保

ＮＰＯセンターは、事業者等に社
会貢献活動の情報を提供すると
ともに、今後も経済団体等と連携
して、より多くの事業者や社員の
方に社会貢献活動の取組等を周
知することで、社会貢献活動に参
加しやすい環境をつくります。

ー

経済団体が必要とする社会貢
献活動に関する情報の内容を
検討し、それを伝えるための方
法や広報ツールの検討を行う
必要がある。

－

【令和8年度】
センターの活動や取組を広報
し、社会貢献活動に関する相談
窓口の周知を図る。 ボランティア・

NPOセンター

③
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成

ＮＰＯセンターは、これまで教育・
研究機関向けに、高校生や大学生
を対象としたナツボラを実施し、
若年層への社会貢献活動の普及
に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や大
学など）を通じたナツボラの周知
や、活動事例の報告会などによ
り、積極的に活動に参加する若者
の育成を図ります。
さらに、小中学生を対象としたボ
ランティア体験の機会を拡大させ
ることで、ボランティア活動を身
近に感じてもらうとともに、活動
への理解を深めてもらう取組を
進めます。

・夏のボランティア体験（ナツ
ボラ）の実施。7月20日～8月
31日
・トライボランティア（トライボ
ラ）の実施。（随時）

○ナツボラ
受入団体：112団体
プログラム数：129
のべ参加者数：2,267名
○トライボラ
実施市町村：安芸広域9市町村
（8/2）、香南市（10/31）

●ナツボラは、受入団体、プロ
グラム数、参加者とも過去最多
となり、若者がボランティア活
動に参加する裾野を拡大する
ことができた。

ナツボラについては新たにチ
ラシを作成し、全中学校に配布
することによって中学生の参
加が増え、参加者増に繋がっ
た要因の１つと考えられる。一
方で受入団体がない市町村も
あるので、今後、受入団体の開
拓が必要。
トライボラについては、地域の
小中学生を対象に、地域課題
について考えてもらえる場と
なったが、よりよいプログラム
のために関係機関と協同した
取組が必要。

◎

【令和8年度】
・ナツボラの実施
7月20日～8月31日（予定）
・トライボラの実施
県内3か所

ボランティア・
NPOセンター

第５次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策　　令和７年度の実施状況（令和７年12月末現在）

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ） 今後の取組　（Ａ）
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材
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広
報
力
の
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上

基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実
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具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

○実績/●成果 分析、検証
自己
評価

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ） 今後の取組　（Ａ）

基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

④
ＮＰＯ活動
への参加促
進

ＮＰＯセンターは、ボランティア活
動をしたい人とボランティアを募
集したい団体とのマッチングの場
を設け、自分に合ったボランティ
アを見つけるための支援を行い
ます。

・ピッピネットやSNS等を通じ
て、ボランティア募集情報を発
信（随時）
・広報誌の「てをつなGO」にお
ける県内団体の周知

〇ピッピネット及び公式LINE
におけるボランティア募集情
報の発信　96件
○広報誌の「てをつなGO」の
発行（2回：8月号、12月号）

●広報誌では県内で活動する
多様な団体を紹介することが
できた。

ボランティアガイダンスでは、
開催時期を見直したところ、
14団体中8団体が新たに参加
出展した。開催後には、参加者
やマッチング状況について、検
証する必要がある。

○

【令和7年度】
・ピッピネット等を通じた継続
的なボランティア募集情報の
発信
・ボランティアガイダンスの開
催（1月開催予定）
・広報誌の「てをつなGO」の発
行（4月号）

【令和8年度】
・ピッピネット等を通じた継続
的なボランティア募集情報の
発信
・ボランティアガイダンスの開
催（1月開催予定）

ボランティア・
NPOセンター

ＮＰＯ法人が所轄庁に対して行う
各種手続をオンライン化するシス
テム（ウェブ報告システム）の運用
が令和５（2023）年３月から開始
されています。県では、ウェブ報
告システムの周知を行い、システ
ムの利用促進に取り組みます。

・新規法人への認証書交付時
や提出前の相談、修正依頼の
際にウェブ報告システムを紹
介（随時）

・貸借対照表の公告が遅れて
いる団体のうち、定款におい
て掲載場所が内閣府ポータル
サイトと規定されている団体に
対し、システムの機能を活用し
た通知を実施。

○ウェブ報告システムを利用
するＮＰＯ法人の割合：7.7％
（利用ＮＰＯ法人数：25件、利
用件数：52件）

認定特定非営利活動法人を中
心に活用を呼びかけたところ、
令和６年度末の3.4％（利用Ｎ
ＰＯ法人数：11件、利用件数：
18件）に比べ増加した。
修正対応の負担がお互いに少
ないことから、機会を捉えなが
ら引き続き利用を呼びかけて
いきたい。

○

継続的なウェブ報告システム
利用促進に向けた情報発信

県
（県民生活課）

ＮＰＯセンターでは、ＳＮＳやオン
ライン会議の活用などのデジタル
化を支援し、社会貢献活動団体の
事務の効率化を図ります。

AI活用セミナーの開催
10月7日開催

〇AI活用セミナー　26団体
38名参加

●団体の効果的な活動や業務
の効率化につながる手法を提
供することができた。

セミナーでは、生成AI活用の
基礎を学ぶことができた。今
後は各団体にのニーズに合っ
た生成AIの有効な活用につな
がるような継続的な支援も必
要である。

○

【令和7年度】
専門家派遣事業（3団体予定）

【令和8年度】
・専門家派遣事業の実施
・デジタル化セミナーの開催

ボランティア・
NPOセンター

　１

　人
材
確
保
と
広
報
力
の
向
上

⑤
デジタル化
による事務
の効率化
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具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

○実績/●成果 分析、検証
自己
評価

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ） 今後の取組　（Ａ）

基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

　１

　人
材
確
保
と
広
報
力
の
向
上

⑥
社会貢献活
動の理解に
つながる広
報力の向上

ＮＰＯセンターでは、社会貢献活
動を県民に積極的に発信し、活動
への理解を深めることで、社会貢
献活動団体が行う活動への応援
が得られるようにします。
こうちボランティア・ＮＰＯ情報シ
ステム（ピッピネット）の利用促進
に取り組むとともに、ＮＰＯの広
報力を強化するためのセミナー
や、ＳＮＳでの情報発信などのデ
ジタル化のための専門家の派遣
を行います。

ピッピネットにおける団体情報
やイベント情報の発信、SNS
（XやFacebook等）でNPO
に関する情報を発信（随時）

●ピッピネットやSNSを通じ
た県内NPOの情報発信を通じ
て、NPOに対する理解が拡大

県民への社会貢献活動に対す
る理解を深め、応援を得られ
るようにするために、ピッピ
ネットの認知度拡大を図ると
とともに、団体情報のリニュー
アル等を通じて積極的な情報
発信を行っていく必要がある。 ○

【令和7年度】
・継続的なピッピネットでの情
報発信
・ピッピネットの団体情報ペー
ジのリニューアル

【令和8年度】
令和8年度】ピッピネット、
SNS等での継続的な情報発信

ボランティア・
NPOセンター

拡
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具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

○実績/●成果 分析、検証
自己
評価

①
ＮＰＯに対
する補助、
助成等の情
報提供

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯが活動資
金を確保できるように、国や県の
補助金、民間等の助成金の情報を
整理し、ホームページ等により情
報提供します。
また、クラウドファンディングなど
新たな資金調達の仕組みについ
て情報提供します。

・ピッピネット及びピッピニュー
スを通じた補助金・助成金情報
の発信

●ピッピネット等で助成金・補
助金情報を随時発信し、情報
提供を行った。
●資金調達に関するご相談を
受けた際にも情報提供を行う
ほか、助成金申請等の個別支
援にもつながった。

クラウドファンディングをはじ
めとした新たな資金調達の仕
組みについても、研修・講座な
どを通じて、継続的に周知して
いくことが必要である。 ○

継続的な助成金・補助金情報
の提供、申請時等のサポート支
援

ボランティア・
NPOセンター

②
研修や相談
窓口の充実

これまで行ってきたＮＰＯ法人の
立ち上げや運営支援、ＮＰＯ法人
から認定ＮＰＯ法人への移行支
援、事業報告書作成等の実務研修
や事業の拡大に必要な研修を継
続するとともに、ＮＰＯ法人が組
織基盤を強化し、自立した運営が
できるよう研修体系の見直しを
行います。また、組織運営に関す
る研修や専門家派遣を行い、相談
支援の充実を目指します。

・NPO基礎講座の開催
　11月26日開催　
・NPO実務講座の開催
　①会計初級編　7月26日開
催
　②労務編　9月30日開催
・NPO法人設立等相談

○NPO基礎講座
　会場2名
　オンライン5名　計7名
○NPO実務講座
　①会計初級編　6団体6名
　②労務編　6団体6名
○・NPO法人設立等相談
　543件、705時間

比較的新しい団体の受講が多
い傾向にある。ニーズとしては
あるものの実際の受講となる
と参加が少ない。そのため、企
画の内容の工夫や広報の方法
を考えていく必要がある。

○

【令和7年度】
・NPO法人事業報告書セミ
ナー
・専門家派遣事業3団体

【令和8年度】
・NPO基礎講座
・NPO実務講座（税務・法務）
・専門家派遣事業

ボランティア・
NPOセンター

③
組織基盤の
充実に向け
た取組の強
化

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯ法人の組
織基盤の強化につながるような
実務に関する研修を実施すると
ともに、資金調達や組織づくり等
の専門家の派遣を充実します。さ
らに、新たに就任した役員やス
タッフを対象とした、ＮＰＯ法人の
運営に関する基礎研修や、運営術
に関する現地研修等を行います。

NPO法人スタッフ基礎カレッ
ジの開催
　7月15日開催

○NPOカレッジ
　5団体7名

参加者拡大に向けて、開催時
期の検討や広報の見直しを考
えていく必要がある。

○

【令和7年度】
　NPOパワーアップセミナー
　　1回目2月19日
　　2回目2月20日午前
　　3回目2月20日午後
　　　　　　　計3回シリーズ

【令和8年度】
　NPO法人パワーアップセミ
ナー

ボランティア・
NPOセンター

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ） 今後の取組　（Ａ）

　２

　組
織
基
盤
強
化

基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実
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具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

○実績/●成果 分析、検証
自己
評価

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ） 今後の取組　（Ａ）

基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯの取組に
対する認知度や信頼性を高める
ために、事業者や県民の方々に対
する活動の周知を行い、寄附の増
加につなげていきます。

ピッピネットや広報誌（年３
回）、SNS（XやFacebook
等）を通じて、NPOの情報を
発信

〇ピッピネットでは団体情報、
イベント情報等を発信（随時）
○広報誌（２回発行）
○SNSでの情報発信（随時）

NPOの取組に関する効果的な
情報発信を通じて、NPOの認
知度や信頼性を高めていく必
要がある。 ○

【令和7年度】
広報誌の発行

【令和8年度】
ピッピネット、SNS等での継続
的な情報発信

ボランティア・
NPOセンター

「寄付月間」（12月）にはホーム
ページ等での広報を行い、寄付月
間の周知と寄附意識の醸成を図
ります。
また、「法人等による寄附の不当
な勧誘の防止等に関する法律」が
令和５（2023）年に施行された
ことにより、ＮＰＯ法人による寄附
の勧誘に支障が生じたり、ＮＰＯ
法人への寄附の萎縮につながら
ないよう取り組みます。

・ホームページでの広報（12月
１日公開）

・こうちNPOフェスでのポス
ター掲示、シールアンケートの
実施(12月14日）

○こうちNPOフェスでのポス
ター掲示、シールアンケートへ
の参加数：23件

今年度は寄付月間に関連する
取組を行う法人の情報が得ら
れなかった。
来年度もこうちＮＰＯフェスが
開催されるようなら、寄付付き
商品を販売したいとの声も
あったことからNPOフェス実
行委員会において検討した
い。

○

【令和8年度】
・ホームページでの広報
・こうちNPOフェスでの広報
・NPO法人と連携した寄付月
間の周知についての検討

県
（県民生活課）

⑤
ふるさと納
税活用支援

県は、まちづくりや伝統・文化の
保存、自然環境の保全などの地域
活性化に取り組む地域団体等の
クラウドファンディング型ふるさ
と納税を活用して、事業化の際に
必要となる資金の調達を支援し
ます。

ホームページでの広報 ○クラウドファンディングを実
施したNPOの数：１件

この事業を知ってもらうため
の取組が十分できていない。
担当課、高知県ボランティア・
NPOセンターと連携しながら
周知していく必要がある。

○

・ホームページでの広報
・チラシを活用した事業紹介

県
（県民生活課）

　２

　組
織
基
盤
強
化

④
ＮＰＯへの
寄附の促進

拡

新
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具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

○実績/●成果 分析、検証
自己
評価

①
ＮＰＯ同士
のネット
ワークづく
り

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯ関係者が
一堂に会する場を設け、今後のＮ
ＰＯ活動のあり方を考えるととも
に、ＮＰＯ同士のネットワークの拡
大を図ります。

こうちNPOフェス2025の開
催
12月14日開催

○こうちNPOフェス2025
参加者321名

●NPO関係者以外の一般参
加が多くNPO活動の周知、理
解が広まった。

一般参加者のNPOや社会貢
献活動の理解・参画促進のた
め、プログラムの工夫や広報の
充実を検討する必要がある。
また、様々なNPOとの協働に
より、ネットワークの拡大も進
めることができる。

◎

【令和7年度】
こうちNPOフェスの振り返り
会の開催や令和8年度開催に
向けた準備

【令和8年度】
こうちNPOフェス実行委員
会・ボランティア等、新たな参
加者の掘り起こし

ボランティア・
NPOセンター

②
行政・ＮＰ
Ｏ・事業者
など関係機
関による
ネットワー
クづくり

ＮＰＯセンターは、災害時におい
て、スムーズな災害支援協力体制
が行われるように、平常時から地
域の防災組織等との交流を図り、
お互いの役割を確認するなど、
ネットワークの構築を図ります。

・高知県災害ボランティア活動
支援本部ネットワーク会議（14
団体で構成）
　6月26日、12月10日開催
・災害支援ネットワーク事業検
討会
　5月19日、8月20日、12月
15日開催

〇高知県災害ボランティア活
動支援本部ネットワーク会議
　10団体17名参加
○災害支援ネットワーク事業検
討会　NPO、センター、県から
１３名参加

●会議での検討を通じてNPO
等の関係機関との連携・協働
に向けた課題検討を進めるこ
とができた。

こうち災害支援ネットワーク
（仮称）の発足に向けて、NPO
が参加を促進するなどネット
ワークの拡大を図ることが必
要である。

○

【令和7年度】
こうち災害支援ネットワーク
（仮称）設立全体会（2月12日
開催予定）

【令和８年度】
継続的な情報共有等による関
係性の構築

ボランティア・
NPOセンター

③
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決

ＮＰＯセンターは、大学との情報
共有を定期的に行い、社会貢献活
動団体や、各地域の課題に関する
情報を共有することで、社会貢献
活動団体と他の関係団体（事業
者、市町村等）とのマッチングを
進め、地域の課題解決に努めま
す。

高知大学えんむすび隊の受入
NPOのコーディネートを実施

〇受け入れコーディネート　1
団体

●高知大学えんむすび隊の
NPOの受入を通じて、大学と
NPOとのマッチングを実施で
きた。

学生のニーズに応じた新たな
受入団体の開拓が必要であ
る。

○

【令和7年度】
受け入れコーディネート　１団
体

【令和8年度】
高知大学えんむすび隊の受入
れNPOのコーディネートの実
施

ボランティア・
NPOセンター

大学

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ） 今後の取組　（Ａ）

　３

　Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実
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改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
○実績/●成果 分析、検証

自己
評価

今後の取組

①
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決（再
掲）

ＮＰＯセンターは、大学との情報
共有を定期的に行い、社会貢献活
動団体や、各地域の課題に関する
情報を共有することで、社会貢献
活動団体と他の関係団体（事業
者、市町村等）とのマッチングを
進め、地域の課題解決に努めま
す。

高知大学えんむすび隊の受入
NPOのコーディネートを実施

〇受け入れコーディネート　1
団体

●高知大学えんむすび隊の
NPOの受入を通じて、大学と
NPOとのマッチングを実施で
きた。

学生のニーズに応じた新たな
受入団体の開拓が必要であ
る。

○

【令和7年度】
受け入れコーディネート　１団
体

【令和8年度】
高知大学えんむすび隊の受入
れNPOのコーディネートの実
施

ボランティア・
NPOセンター

大学

②
ＮＰＯ活動
への参加促
進（再掲）

ＮＰＯセンターは、ボランティア活
動をしたい人とボランティアを募
集したい団体とのマッチングの場
を設け、自分に合ったボランティ
アを見つけるための支援を行い
ます。

・ピッピネットやSNS等を通じ
て、ボランティア募集情報を発
信（随時）
・広報誌の「てをつなGO」にお
ける県内団体の周知

〇ピッピネット及び公式LINE
におけるボランティア募集情
報の発信　96件
○広報誌の「てをつなGO」の
発行（2回：8月号、12月号）

●広報誌では県内で活動する
多様な団体を紹介することが
できた。

ボランティアガイダンスでは、
開催時期を見直したところ、
14団体中8団体が新たに参加
出展した。開催後には、参加者
やマッチング状況について、検
証する必要がある。

○

【令和7年度】
・ピッピネット等を通じた継続
的なボランティア募集情報の
発信
・ボランティアガイダンスの開
催（1月開催予定）
・広報誌の「てをつなGO」の発
行（4月号）

【令和8年度】
・ピッピネット等を通じた継続
的なボランティア募集情報の
発信
・ボランティアガイダンスの開
催（1月開催予定）

ボランティア・
NPOセンター

③
事業者に対
する周知

ＮＰＯセンターでは、企業などの
事業者へ県内のＮＰＯの情報提供
やマッチング支援に関する周知を
行います。

企業・NPO資源循環システム
の運用

○提供先団体数のべ22団体
　提供物品点数43点

企業が必要とする情報の内容
を検討し、それを伝えるための
方法や広報ツールの検討を行
う必要がある。

○

【令和8年度】
センターの活動や取組を広報
し、社会貢献活動に関する相談
窓口の周知を図る。

ボランティア・
NPOセンター

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ）

　１

　マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

拡

基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携
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改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
○実績/●成果 分析、検証

自己
評価

今後の取組

①
事業者と社
会貢献活動
団体との連
携を推進

ＮＰＯセンターは、事業者のニーズ
に応じた社会貢献活動団体の情
報や連携事例を紹介するなど、広
報を充実します。

企業等からの社会貢献活動に
関する相談に応じ、NPOとの
連携をコーディネートするとと
もに、SNSでそのその取組を
発信（随時）

○コーディネート　9件 企業等とNPOの連携拡大に
向けて、連携事例を積極的に
情報発信しする必要がある。

○

連携事例の情報発信方法の検
討、実施

ボランティア・
NPOセンター

ＮＰＯセンターは、社会貢献活動
団体と事業者との連携推進を目
的としたセミナーを開催し、さら
なる社会貢献活動の拡充のため
の取組を行います。

ー
企業等のSDGｓに関する活動
が拡大する中、企業等のニー
ズを把握・分析したうえで、取
り組める内容などをテーマに
したセミナー等を検討する必
要がある。

－

【令和８年度以降】
セミナー等の検討

ボランティア・
NPOセンター

県は、他地域の協働事例の紹介
や、意見交換会の開催、地域の
様々な主体が協議する場を設け
るなど、市町村との連携を図りま
す。
また、地域の社会貢献活動に参加
しやすくなるよう、市町村への情
報提供の充実に取り組みます。

・年１回、ＮＰＯが活用できる市
町村の補助金等及び公共施設
の情報の県ＨＰへの掲載
・必要に応じた市町村への社
会貢献活動に係る情報提供。

○ＮＰＯを対象とした市町村の
補助事業数：９件（４市町）
○ＮＰＯの活動場所として使用
できる施設数：103施設（26
市町村）

ＮＰＯへ市町村の情報を提供
することで、ＮＰＯと市町村と
の協働の一助となっっている
と考えられるが、市町村によっ
てはＮＰＯに対する理解が十分
でないところもある。情報収集
の機会を活用して、情報提供
を行っていく。

○

継続した取組の実施

県
（県民生活課）

③
地域支援企
画員を中心
とした連携

県は、それぞれの地域で活動して
いる地域支援企画員が中心とな
り、市町村や社会貢献活動団体、
地域事業者との連携を進めます。

毎月１回、地域支援企画員への
情報提供

○地域支援企画員への情報提
供：８回（５～12月）

地域支援企画員への情報提供
が直接連携につながっている
か不明ではあるが、NPO法人
に関する情報提供は基礎情報
として必要だと考える。 △

継続した情報提供の実施

県
（県民生活課）

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ）

　２

　事
業
者
・
行
政
・
大
学
等
と
の
連
携

②
事業者等と
社会貢献活
動団体との
協働を推進

拡

基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携
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改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
○実績/●成果 分析、検証

自己
評価

今後の取組

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ）

基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携

④
県職員のた
めの研修等
の実施

県は、県職員のＮＰＯに対する理
解を深めるため、県内のＮＰＯへ
の職員の短期派遣研修や団体の
活動情報の提供、協働事例の紹介
等を実施します。

・高知県職員NPO短期派遣研
修の実施
・毎月１回、職員への情報提供

○派遣先NPO数：６団体
○参加者数：６名
○職員への情報提供：８回（５
～12月）

参加者の感想からは、地域課
題は複合的であるため、多様
な主体の連携が重要であると
いった気づきがあり、社会貢
献意識の醸成が感じられた。
短期派遣研修は「知る」ステッ
プであり、次のステップである
「連携」につなげていく仕組み
について検討する必要があ
る。

○

【令和７年度】
・受入団体へのフィードバック

【令和8年度】
・新たな研修メニューの検討
・継続した情報提供の実施

県
（県民生活課）

⑤
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決（再
掲）

ＮＰＯセンターと大学との情報共
有を定期的に行い、社会貢献活動
団体や、各地域の課題に関する情
報を共有することで、社会貢献活
動団体と他の関係団体（事業者、
市町村等）とのマッチングを進め、
地域の課題解決に努めます。

高知大学えんむすび隊の受入
NPOのコーディネートを実施

〇受け入れコーディネート　1
団体

●高知大学えんむすび隊の
NPOの受入を通じて、大学と
NPOとのマッチングを実施で
きた。

学生のニーズに応じた新たな
受入団体の開拓が必要であ
る。

○

【令和7年度】
受け入れコーディネート　１団
体

【令和8年度】
高知大学えんむすび隊の受入
れNPOのコーディネートの実
施

ボランティア・
NPOセンター

大学

⑥
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成（再掲）

ＮＰＯセンターは、これまで教育・
研究機関向けに、高校生や大学生
を対象としたナツボラを実施し、
若年層への社会貢献活動の普及
に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や大
学など）を通じたナツボラの周知
や、活動事例の報告会などによ
り、積極的に活動に参加する若者
の育成を図ります。
さらに、小中学生を対象としたボ
ランティア体験の機会を拡大させ
ることで、ボランティア活動を身
近に感じてもらうとともに、活動
への理解を深めてもらう取組を
進めます。

・夏のボランティア体験（ナツ
ボラ）の実施。7月20日～8月
31日

・トライボランティア（トライボ
ラ）の実施。（随時）

○ナツボラ
受入団体：112団体
プログラム数：129
のべ参加者数：2,267名
○トライボラ
実施市町村：安芸広域9市町村
（8/2）、香南市（10/31）

●ナツボラは、受入団体、プロ
グラム数、参加者とも過去最多
となり、若者がボランティア活
動に参加する裾野を拡大する
ことができた。

ナツボラについては新たにチ
ラシを作成し、全中学校に配布
することによって中学生の参
加が増え、参加者増に繋がっ
た要因の１つと考えられる。ま
た、一方で受入団体がない市
町村もあるので、今後、受入団
体の開拓が必要。
トライボラについては、地域の
小中学生を対象に、地域課題
について考えてもらえる場と
なったが、よりよいプログラム
のために関係機関と協同した
取組が必要。

◎

【令和8年度】
・ナツボラの実施
7月20日～8月31日（予定）
・トライボラの実施
県内3か所

ボランティア・
NPOセンター

　２

　事
業
者
、
行
政
・
大
学
等
と
の
連
携

拡

9



改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
○実績/●成果 分析、検証

自己
評価

今後の取組

①
ＮＰＯ活動
への参加促
進（再掲）

ＮＰＯセンターは、ボランティア活
動をしたい人とボランティアを募
集したい団体とのマッチングの場
を設け、自分に合ったボランティ
アを見つけるための支援を行い
ます。

・ピッピネットやSNS等を通じ
て、ボランティア募集情報を発
信（随時）
・広報誌の「てをつなGO」にお
ける県内団体の周知

〇ピッピネット及び公式LINE
におけるボランティア募集情
報の発信　96件
○広報誌の「てをつなGO」の
発行（2回：8月号、12月号）

●広報誌では県内で活動する
多様な団体を紹介することが
できた。

ボランティアガイダンスでは、
開催時期を見直したところ、
14団体中8団体が新たに参加
出展した。開催後には、参加者
やマッチング状況について、検
証する必要がある。

○

【令和7年度】
・ピッピネット等を通じた継続
的なボランティア募集情報の
発信
・ボランティアガイダンスの開
催（1月開催予定）
・広報誌の「てをつなGO」の発
行（4月号）

【令和8年度】
・ピッピネット等を通じた継続
的なボランティア募集情報の
発信
・ボランティアガイダンスの開
催（1月開催予定）

ボランティア・
NPOセンター

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ）

　１

　社
会
貢
献
意
識
の
向
上

②
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成（一部再
掲）

ＮＰＯセンターは、これまで教育・
研究機関向けに、高校生や大学生
を対象としたナツボラを実施し、
若年層への社会貢献活動の普及
に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や大
学など）を通じたナツボラの周知
や、活動事例の報告会などによ
り、積極的に活動に参加する若者
の育成を図ります。
さらに、小中学生を対象としたボ
ランティア体験の機会を拡大させ
ることで、ボランティア活動を身
近に感じてもらうとともに、活動
への理解を深めてもらう取組を
進めます。
また、ボランティア受入団体を対
象とした研修を実施し、ボラン
ティア体験の質を高めるための取
組を行います。

・夏のボランティア体験（ナツ
ボラ）の実施。7月20日～8月
31日
・トライボランティア（トライボ
ラ）の実施。（随時）

○ナツボラ
受入団体：112団体
プログラム数：129
のべ参加者数：2,267名
○トライボラ
実施市町村：安芸広域9市町村
（8/2）、香南市（10/31）

●ナツボラは、受入団体、プロ
グラム数、参加者とも過去最多
となり、若者がボランティア活
動に参加する裾野を拡大する
ことができた。

ナツボラについては新たにチ
ラシを作成し、全中学校に配布
することによって中学生の参
加が増え、参加者増に繋がっ
た要因の１つと考えられる。ま
た、一方で受入団体がない市
町村もあるので、今後、受入団
体の開拓が必要。
トライボラについては、地域の
小中学生を対象に、地域課題
について考えてもらえる場と
なったが、よりよいプログラム
のために関係機関と協同した
取組が必要。

◎

【令和8年度】
・ナツボラの実施
7月20日～8月31日（予定）
・トライボラの実施
県内3か所

ボランティア・
NPOセンター

基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進
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改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
○実績/●成果 分析、検証

自己
評価

今後の取組

①
災害ボラン
ティアと連
携できるＮ
ＰＯの育成

県とＮＰＯセンターは、ＮＰＯの専
門性（高齢者の介護支援、カウン
セリング、まちづくり計画等）を生
かした取組に加えて、災害ボラン
ティアセンターと連携し、地域外
から支援に来られるボランティア
等の力を効果的に活用し、被災地
の復興を支援する等、災害時に機
能を発揮できるＮＰＯを育成しま
す。

災害時の被災者支援セミナー
　9月18日開催

○災害時の被災者支援セミ
ナー　66名

●セミナーを通じて、平時の活
動を活かして災害時にNPOが
関係機関と連携・協働して被災
者支援を行う重要性について
理解を深めることができた。

こうち災害支援ネットワーク
（仮称）や高知県災害中間支援
組織において、研修や学習会
を企画し、NPOの災害対応力
を高めることが必要である。

○

【令和7年度】
こうち災害支援ネットワークス
タートアップシンポジウム（2月
12日開催予定）

【令和8年度】
ＮＰＯの災害対応力を高める
研修や学習会についての検
討、実施

ボランティア・
NPOセンター

②
行政・ＮＰ
Ｏ・事業者
など関係機
関による
ネットワー
クづくり（再
掲）

ＮＰＯセンターは、災害時におい
て、スムーズな災害支援協力体制
が行われるように、平常時から地
域の防災組織等との交流を図り、
お互いの役割を確認するなど、
ネットワークの構築を図ります。

・高知県災害ボランティア活動
支援本部ネットワーク会議（14
団体で構成）
　6月26日、12月10日開催
・災害支援ネットワーク事業検
討会
　5月19日、8月20日、12月
15日開催

〇高知県災害ボランティア活
動支援本部ネットワーク会議
　10団体17名参加
○災害支援ネットワーク事業検
討会　NPO、センター、県から
１３名参加

●会議での検討を通じてNPO
等の関係機関との連携・協働
に向けた課題検討を進めるこ
とができた。

こうち災害支援ネットワーク
（仮称）の発足に向けて、NPO
が参加を促進するなどネット
ワークの拡大を図ることが必
要である。

○

【令和7年度】
こうち災害支援ネットワーク
（仮称）設立全体会（2月12日
開催予定）

ボランティア・
NPOセンター

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ）

　２

　災
害
時
の
体
制
づ
く
り

基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進
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改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
○実績/●成果 分析、検証

自己
評価

今後の取組

◎　　計画以上
○　　概ね計画どおり
△　　計画どおり取り組めていない
－　　今後実施予定（検討段階を含む）

令和７年度

評価　（Ｃ）
実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
実施
主体実行　（Ｄ）

基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進

③
災害時にお
ける活動拠
点の確保

ＮＰＯセンターは、支援活動がス
ムーズに行われるよう、市町村に
おける災害ボランティアとの連携
や、県内外のＮＰＯの受入体制の
整備を支援します。

・災害ボランティアセンター運
営基礎研修（11月25日開催）
・災害ボランティアセンター中
核スタッフ研修（12月24日開
催）

〇災害ボランティアセンター運
営基礎研修　27名参加
〇災害ボランティアセンター中
核スタッフ研修　14名参加

令和６年能登半島地震等での
課題を踏まえると、県内の災
害ボランティアセンターは専
門・技術系NPOとの連携促進
を図る必要がある。

○

【令和7年度】
災害ボランティアセンター所長
予定者会議（3月3～4日開催
予定）

【令和8年度】
・災害ボランティアセンター運
営基礎研修
・災害ボランティアセンター中
核スタッフ研修

ボランティア・
NPOセンター

④
災害ボラン
ティアセン
ターのＩＣＴ
化

ＮＰＯセンターは、災害支援システ
ムの活用によるＩＣＴの導入を行
い、災害対応に係る体制整備を行
います。

kintone等を活用した災害支
援プログラムの導入に向けた
市町村社協役職員向けの研
修・検討会の実施

○災害ボランティアセンター運
営基礎研修（11月25日開催）
　27名参加

●災害ボランティアセンター事
業を担当する市町村社協職員
が、災害支援プログラムを活用
した災害ボランティアセンター
の効率的・効果的な運営方法
を習得することができた。

市町村社協職員が発災時に、
kintone等を活用して災害ボ
ランティアセンターを効率的に
運営できるよう、災害支援プ
ログラムの基本的な運用方法
について継続的に研修する場
を提供していく必要がある。 ○

【令和8年度】
災害ボランティアセンター運営
基礎研修

ボランティア・
NPOセンター

　２

　災
害
時
の
体
制
づ
く
り

拡
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